
歳入総額 122億5,094万5千円歳入総額 122億5,094万5千円歳出総額  114億804万8千円歳出総額  114億804万8千円

＜歳入＞町税…所得にかかる町民税や土地・建物に係る固定資産税など国庫支出金、県支出金…事業を行うための国や県からの負担金や補助金　町債…事業を行うために借入れたお金　繰入金…各種基金（預金）や他会計から一般会計へ繰
り入れたお金　＜歳出＞民生費…高齢者や障がい者、児童のための福祉など　教育費…学校や公民館の維持管理など　土木費…道路や公園の維持管理など　総務費…財産管理や企画・税務事務など　衛生費…ごみ・し尿処理や予防接種など
公債費…町債（借入金）の返済など　消防費…消火・水防活動など　議会費…議会の運営など　農林水産業費…農業・水産業の振興など　労働費…労働者への福利厚生など　諸支出金…普通財産の購入など　商工費…産業の振興や観光など

一般会計
歳出総額

114億804万
8千円

一般会計
歳入総額

122億5,094万
5千円

町税
５5億2,218万

6千円
（45.1%）

その他
９億７，７７１万７千円（8.1%）寄附金

３億２，４６０万５千円（2.6%）
繰入金 
４億８，１４４万６千円（3.9%）

繰越金 
３億２，０２８万３千円（2.6%）

  総務費
１１億９，７５４万円

　　（10.5％）

民生費
４１億５，１４１万９千円

（36.4％）

教育費  
１８億９，７８８万９千円

  （16.6％）

土木費
１３億９，８７３万

９千円
（12.3％）

衛生費
１０億７，９９７万３千円

（9.5％）

公債費
８億４，０８８万１千円

（7.4％）

消防費 ４億６，９９３万６千円（4.1％）

労働費 ７，３５３万２千円（0.6％）

諸支出金 ２，７８１万１千円（0.2％）

商工費 ２，３８２万７千円（0.2％）

平成
29年度

諸収入………………… ２億5,070万６千円
使用料及び手数料…… １億8,986万５千円
財産収入……………… １億5,822万２千円
地方譲与税…………… １億2,143万８千円
分担金及び負担金…… １億1,781万９千円
地方特例交付金…………… 3,493万２千円
株式等譲渡所得割交付金… 3,256万４千円
配当割交付金……………… 3,232万１千円
自動車取得税交付金……… 2,513万８千円
利子割交付金………………… 899万２千円
交通安全対策特別交付金…… 572万　　円

その他 内訳

町税 内訳

地方交付税
６億７，７７７万５千円（5.5%）

国庫支出金
13億5,009万

8千円
（11.0%）

県支出金
９億４，８２７万８千円（7.7%）

町債
11億1,281万1千円（9.1%）

地方消費税交付金
５億３，５７４万６千円（4.4%）

農林水産業費 １億２，２３４万４千円（1.1％）

議会費  １億２，４１５万７千円（1.1％）

町税
55億2,218万

6千円

軽自動車税
6,477万6千円（1.2%）

町たばこ税
１億7,744万円（3.2%）

都市計画税
４億7,056万2千円（8.5%）

    町民税
21億1,410万9千円
 （38.3%）

固定資産税
２6億9,529万9千円
　　（48.8%） 

　
皆
さ
ま
が
納
め
た
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
は
私
た
ち
の
生
活
を
よ
り
良
く
す
る
た
め
に
い
ろ
い
ろ
な

形
で
使
わ
れ
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
平
成
29
年
度
決
算
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

▼
問
合
せ
　
総
務
グ
ル
ー
プ
☎
０
７
９
（
４
３
５
）
０
３
５
７

「
年
度
」
と
「
決
算
」

　
会
計
は
、
４
月
か
ら
翌
年
３
月
ま

で
の
「
年
度
」
で
区
切
ら
れ
て
い
ま

す
。
「
決
算
」
は
、
そ
の
年
度
に
お

い
て
ど
れ
だ
け
の
収
入
が
あ
り
（
歳

入
）
、
そ
れ
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ

た
の
か
（
歳
出
）
を
分
類
し
て
集
計

し
た
も
の
で
す
。

会
計
の
仕
組
み

　
播
磨
町
の
会
計
は
、
大
き
く
分
け

て
住
民
の
生
活
に
最
も
関
わ
り
の
深

い
「
一
般
会
計
」
と
特
定
の
収
入
を

基
に
特
定
の
事
業
を
行
う
「
特
別
会

計
」
と
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　
一
般
会
計
で
は
、
皆
さ
ま
か
ら
納

め
ら
れ
た
税
金
や
国
や
県
か
ら
の
補

助
金
が
主
な
収
入
で
、
道
路
や
施
設

の
整
備
、
教
育
や
福
祉
事
業
な
ど
の

住
民
サ
ー
ビ
ス
に
使
う
お
金
は
、
こ

の
会
計
か
ら
支
払
い
ま
す
。

　
特
別
会
計
は
、
そ
の
目
的
の
事
業

に
の
み
お
金
が
使
わ
れ
、
播
磨
町
で

は
、
国
民
健
康
保
険
、
財
産
区
、
下

水
道
、
介
護
保
険
、
後
期
高
齢
者
医

療
の
５
つ
の
特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。

※

下
水
道
は
、
平
成
30
年
度
か
ら
企

業
会
計
へ
移
行
し
ま
す
。

歳
　出

　
歳
出
は
、
総
額
１
１
４
億
８
０
４

万
８
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
８

億
１
６
４
９
万
２
千
円
、
７
・
７
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
中
で
、
最
も
支
出
の
多
か
っ

た
の
は
「
民
生
費
」
で
41
億
５
１
４

１
万
９
千
円
、
全
体
の
36
・
４
％
を

占
め
、
健
康
い
き
い
き
セ
ン
タ
ー
な

ど
の
運
営
や
障
が
い
者
、
高
齢
者
な

ど
の
社
会
福
祉
事
業
に
約
25
億
３
７

０
０
万
円
、
乳
幼
児
な
ど
の
医
療
費

の
助
成
や
保
育
園
の
運
営
に
加
え
、

児
童
手
当
の
支
給
経
費
な
ど
の
児
童

福
祉
事
業
に
約
16
億
１
５
０
０
万
円

を
支
出
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
決
算

　
平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算

額
は
、
歳
入
（
収
入
）
が
１
２
２
億

５
０
９
４
万
５
千
円
、
歳
出
（
支

出
）
が
１
１
４
億
８
０
４
万
８
千
円

で
、
差
し
引
き
８
億
４
２
８
９
万
７

千
円
と
な
り
、
こ
れ
か
ら
翌
年
度

（
平
成
30
年
度
）
へ
持
ち
越
す
１
億

５
２
０
９
万
５
千
円
を
除
く
と
、
実

質
６
億
９
０
８
０
万
２
千
円
の
黒
字

と
な
り
ま
し
た
。

歳
　入

　
歳
入
に
つ
い
て
は
、
総
額
１
２
２

億
５
０
９
４
万
５
千
円
で
、
前
年
度

に
比
べ
て
７
億
３
９
１
０
万
６
千
円
、

６
・
４
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
う
ち
、
皆
さ
ま
か
ら
納
め
て

い
た
だ
い
た
町
税
（
町
民
税
・
固
定

資
産
税
・
軽
自
動
車
税
・
町
た
ば
こ

税
・
都
市
計
画
税
）
は
、
55
億
２
２

１
８
万
６
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ

て
１
億
５
６
０
２
万
６
千
円
、
２
・

９
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
要

因
は
、
法
人
町
民
税
で
は
約
１
億
１

５
０
０
万
円
の
増
、
固
定
資
産
税
で

は
約
３
３
０
０
万
円
の
増
と
な
っ
た

こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

　
町
の
貯
金
で
も
あ
る
基
金
な
ど
か

ら
の
繰
入
金
は
４
億
８
１
４
４
万
６

千
円
で
、
う
ち
一
般
会
計
の
歳
入
不

足
を
補
う
財
政
調
整
基
金
か
ら
の
繰

入
金
は
、
４
億
１
６
１
６
万
９
千
円

で
、
前
年
度
に
比
べ
て
約
９
億
８
０

０
０
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
こ

の
財
政
調
整
基
金
の
平
成
29
年
度
末

の
残
高
は
、
約
42
億
６
１
０
０
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

　
地
方
交
付
税
は
、
６
億
７
７
７
７

万
５
千
円
で
、
約
９
９
０
０
万
円
の

増
で
す
。
こ
れ
は
、
前
年
度
に
比
べ

て
普
通
交
付
税
が
約
１
億
３
０
０
万

円
の
増
、
特
別
交
付
税
が
約
４
０
０

万
円
の
減
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
も

の
で
す
。

　
町
債(

町
の
借
金)

に
つ
い
て
は
、

11
億
１
２
８
１
万
１
千
円
で
、
約
３

億
４
３
０
０
万
円
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
小
中
学
校
の
大
規

模
改
造
に
伴
う
起
債
で
約
１
億
４
２

０
０
万
円
の
増
、
臨
時
財
政
対
策
債

で
約
１
億
３
９
０
０
万
円
の
増
と
な

っ
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
、
平
成
29

年
度
末
の
町
債
残
高
は
、
約
85
億
６

５
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
次
に
多
い
の
が
「
教
育
費
」
で
、

18
億
９
７
８
８
万
９
千
円
、
全
体
の

16
・
６
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
小
・

中
学
校
関
係
に
約
11
億
３
２
０
０
万

円
、
幼
稚
園
関
係
に
約
１
億
６
２
０

０
万
円
、
公
民
館
・
コ
ミ
セ
ン
・
図

書
館
な
ど
の
運
営
や
人
権
教
育
の
充

実
な
ど
社
会
教
育
関
係
に
約
２
億
９

４
０
０
万
円
、
そ
し
て
ス
ポ
ー
ツ
施

設
関
係
に
約
４
６
０
０
万
円
を
支
出

し
ま
し
た
。

　
「
土
木
費
」
は
13
億
９
８
７
３
万

９
千
円
で
全
体
の
12
・
３
％
を
占
め
、

公
共
下
水
道
や
公
園
、
緑
化
推
進
な

ど
の
都
市
計
画
費
と
し
て
約
11
億
２

４
０
０
万
円
、
道
路
維
持
や
橋
り
ょ

う
維
持
な
ど
の
道
路
橋
り
ょ
う
費
に

約
１
億
４
６
０
０
万
円
を
支
出
し
ま

し
た
。

　
「
総
務
費
」
は
11
億
９
７
５
４
万

円
、
全
体
の
10
・
５
％
を
占
め
、
町

の
全
般
的
な
管
理
事
務
経
費
で
あ
る

総
務
管
理
費
に
約
９
億
９
１
０
０
万

円
、
税
の
賦
課
徴
収
な
ど
の
事
務
経

費
の
徴
税
費
に
約
１
億
１
３
０
０
万

円
を
支
出
し
ま
し
た
。

　
借
金
の
返
済
に
あ
た
る
「
公
債

費
」
に
つ
い
て
は
、
８
億
４
０
８
８

万
１
千
円
で
全
体
の
７
・
４
％
を
占

め
、
こ
れ
ま
で
に
各
種
施
設
の
建

設
・
改
修
な
ど
の
た
め
に
借
り
入
れ

た
お
金
の
返
済
に
使
い
ま
し
た
。

用語解説

特別会計の状況
５つの特別会計の各決算額は次のとおりです。

平成29年度の
財政健全化判断比率・資金不足比率
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成20年4月か
ら一部施行され，この法律により、地方公共団体は、毎年度、実
質的な赤字や外郭団体を含めた実質的な将来負担などに係る指標
（「健全化判断比率」）と公営企業ごとの資金不足率（「資金不
足比率」）を公表することとされました。

健全化判断比率における各指標について
『実質赤字比率』とは…
　福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一般会計な
どの赤字額を町税などの財源の規模と比較して指標化し、財政運
営の深刻度を示すものです。
　本町の場合は、実質収支は6.9億円（10.3％）の黒字となるた
め、実質赤字比率は「―」と表示されます。
『連結実質赤字比率』とは…
　播磨町には、一般会計のほかに国民健康保険事業特別会計など
４つの特別会計（財産区除く）と水道事業会計があります。その
全ての会計の赤字や黒字を合算し、その団体全体の資金の不足の
程度を把握するため、町税などの財源の規模と比較して指標化し、
地方公共団体全体としての運営の深刻度を示すものです。
　本町の場合は、連結実質収支は26.2億円（39.1％）の黒字とな
るため、連結実質赤字比率は「―」と表示されます。
『実質公債費比率』とは…
　借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金
繰りの危険度を示すものです。
　本町の場合は、実質公債費比率は▲0.3％となり、前年度と比
較して、0.7ポイント減少しており、早期健全化基準を大幅に下
回っています。
『将来負担比率』とは…
　地方公共団体の一般会計の借入金（町債）や将来支払っていく
可能性のある負担などの現時点での残高の程度を指標化し、将来
財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものです。
　本町の場合は、将来負担比率は▲123.5％となり、将来負担額
が算定されないため「―」と表示されます。
『資金不足比率』とは…
　公営企業の資金不足を、公営企業の財政規模である料金収入の
規模と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示すものです。
　本町の場合は、水道事業、下水道事業がこの比率の対象となり
ますが、いずれも資金不足は発生しませんでした。

（単位：％）

（単位：％）

※赤字額がない場合、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「―」と
　表示します。
※将来負担比率については、算定されない場合「―」と表示します。

※資金不足が生じない場合は「―」と表示します。

実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

－
－

▲0.3
－

14.16
19.16
25.0  

350.0    

20.00
30.00
35.0  

水 道 事 業 会 計
下水道事業特別会計

健全化判断比率【播磨町】 早期健全化基準 財政再生基準

資金不足比率【播磨町】 経営健全化基準
－
－

20.00
20.00

59億4,593万7千円

14億4,246万6千円

10億  436万2千円

23億6,777万9千円

4億1,403万3千円

111億7,457万7千円

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額特別会計区分

52億  272万9千円

5,852万1千円

9億8,387万7千円

22億3,370万5千円

3億9,937万2千円

88億7,820万4千円

7億4,320万8千円

13億8,394万5千円

2,048万5千円

1億3,407万4千円

1,466万1千円

22億9,637万3千円

国民健康保険事業

財 産 区

下 水 道 事 業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

  （合　  計）

（※

）
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広報はりま 30.11広報はりま 30.11


